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要約 本報告の第一の目的は，不登校の中学生を抱える親グループに認知行動療法に基づくメンタルヘルス向上
のためのプログラムを実施し，親自身の不安感や抑うつ感を和らげることである。本プログラムの間接的な
効果として，家族内の心理的緊張を緩和させ，子どもの心理的な健康の向上に寄与することが期待できる。
また，第二の目的として，プログラムの準備や遂行などの経過を振り返り，その成果と課題について報告す
ることである。方法としては，参加者9名の効果測定のデータを用い，参加者やファシリテーター自身の感
想を取り上げた。結果として，サンプル数は少ないものの，参加者のQOLと子どもの行動について改善がみ
とめられた。その一方で，参加者のストレスコーピングについては変化がみられなかった。最後に，ファシ
リテーターとしての役割と参加者間の自助機能について考察を加えた。 
 
キーワード：保護者支援，認知行動療法グループ，不登校 
 
1. 問題と目的 
日本の中学生の不登校率は，平成 30年度で 3.6％（文
部科学省，2019）であり，前年度の 3.2％と比べ依然とし
て増加傾向にある。このような児童生徒の不適応問題の
対策の一つとして，欧米の学校を中心に心理教育プログ
ラムが実施され，子どもや青少年のメンタルヘルスの予
防と促進に効果があること （Webster-Stratton，2002，佐
藤ら監訳，2013）が実証されている。親セッションを伴
う形で，不登校の子どもに対して認知行動療法（CBT）
によるグループへの介入が行われている（King, Tonge, 
Heyne, Pritchard, Rollings, Young, Murphy, & Ollendick，
1998）。しかし，不登校の子どもが直接に心理教育に参
加することは困難な現状にある。また，子どもの不安の
増減に関わる要因として，不登校の子どもの親へのCBT
の実践研究から，子どもに対する親の肯定的あるいは否
定的な態度，親子の対立を減らすスキル，そして親の不
安を管理するスキルが挙げられている（Silverman, 
Kurtines, Jaccard, & Pina，2009）。 
以上のように，保護者に対する援助アプローチも多様
に発展している。例えば，Minamitani & Matsumoto（2018）
は，不登校の中学生の親に対して，CBTに基づく「不登
校に対応する親支援プログラム（CBT-P/NA）」を用い
たグループアプローチを採用し，親自身の心理状態の改
善を検証している。このプログラムは，保護者自身のメ
ンタルヘルスの向上と生活の質（QOL）を高めることを
目的に，ストレス・マネジメントやマインドフルネスの
技法を体験するものである。直接的効果として，親の不
安感や抑うつ感を和らげることを目標としているが，間
接的には家族内の心理的緊張を緩和させ，子どもの心理
的な健康の向上に寄与することが期待されている。 
今回，プログラムの効果および課題について，効果測
定のデータ，そして参加者とファシリテーター自身の振
り返りから検討を加える。 
 
2. 方法 
① 参加者：参加者は，11 歳から 15 歳の不登校の子ど
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もを持つ母親 10名であった。近隣における複数の「不登
校親の会」のミーティングや保護者支援に関するMLを
通じて募集した。6 回のプログラム全てに出席してもら
うように依頼し，欠席時には次回のプログラム実施前に
来校し，プログラムの補講を受けてもらった。参加者 1
名は，身体疾患による通院を理由として 5回目に中断し
ている。 
 
② 時期：X 年 9 月から 12 月にかけて隔週土曜に計 6
回実施した。また，3 か月後にフォローアップのミーテ
ィングを 1回設けた。 
 
③ ファシリテーター：第一・第二著者がファシリテー
ターとして参加した。第一著者は，X－1年に南谷の主催
するファシリテーター養成講座（3 日間）を受講した。
精神科クリニックで子育てに不安や困難を抱える母親の
グループに約 2年関わった経験があるものの，CBTにつ
いての実践経験は浅い。第二著者は，臨床心理士および
認知行動療法士として，CBTに基づいた個人およびグル
ープに対する実践活動を行っている。本プログラムの作
成・実践については 5年あまりの経験を有する。 
 
③ 場所：初回は心理教育相談室内の一室を利用し，2
回目以降は学内の教室を使用した。 
 
④ プログラム：南谷・松本（2015）による「不登校に
対応する親支援プログラム（CBT-P/NA）」を使用した。
プログラムは以下の内容からなる（表 1：南谷・松本，
2018）。 
・隔週全 6回（1回あたり 2時間）の思春期の不登校
の 児童・生徒を抱える保護者のためのCBTグループプ
ログラム（グループの構成員は 4名から 8名まで）であ
る。  
・ストレス・マネジメントに効果的であるとされる認
知行動療法の原理を基に，認知行動療法のスキルをトレ
ーニングする。  
・すべての回は，講義形式（心理教育）と実践形式で
構成される。前者においては，思春期の子どもが抱える
ストレスの心理発達的な背景の理解や効果的な親子のコ
ミュニケーションの在り方を学ぶ。後者においてはリラ
クセーション法（毎回異なるリラクセーション法が伝え
られる）や傾聴やアサーションなどのロールプレイ など
を実践する。 
 ・ストレスコーピングのスタイルを変化させることに 
より，保護者の不安や抑うつの軽減，QOLの向上を図る。
親の子どもに対するかかわりの質に変化が生まれ，家庭
内の緊張が和らぎ，子どもに安心感が持てるようになる
など，家庭内に良い循環が生じることを目指す。 
 
⑤ 効果測定：プログラム実施前後（T1・T2）および 3
か月後のフォローアップ（T3）時に，以下の 5つの尺度
を実施した。いずれも信頼性および妥当性について確認
されている。 
・WHO QOL26（Geneva, WHO, 1997）：「身体的領域」 
「心理的領域」，「社会的関係」，「環境」，そして「QOL
全体」の 5つの下位尺度からなる。 
・DASS（Lovibond & Lovibond, 1995）：「ストレス」 
「不安」，そして「抑うつ」の 3つの下位尺度からなる。 
・SDQ（Strengths and Difficulties Questionnaire:子どもの強
さと困難さアンケート，Matsuishi, Nagano, Araki, Tanaka, 
Iwasaki, Yamashita, Nagamitsu, Iizuka, Ohya, Shibuya, Hara, 
Matsuda, Tsuda, & Kakuma, 2008）：「情緒的症状」，「行
動問題」，「多動」，「仲間問題」，そして「向社会行
動」の 5つの下位尺度からなる。 
・日本語版WCCLコーピングスケール（中野，1991）：
「問題解決」，「積極的認知対処」，「ソーシャルサポ
ート」，「自責」，「希望的観測」，そして「回避」の
6つの下位尺度からなる。 
・子育て感情尺度（高橋・村中・木野（2016）を一部改
変）：「子育ての不安感」，「子育ての肯定感」，「成
長の不安感」「学校園生活の不安感」，「学校園生活の
肯定感」，「子育ての束縛感」，そして「将来の不安感」
の７つの下位尺度からなる。 
上記と併せてプログラム開始前（T1）に，「家族のア
ンケート」として家族の構成や健康状態，参加者自身に
知覚されたソーシャルサポートについて尋ねた。 
 
⑥ 倫理的配慮：プログラム実施について，千葉大学大
学院医学研究院の倫理審査委員会による承認を受けた。 
 
3. 結果 
3-1．参加者の属性  
参加者の平均年齢は，42.6 歳（35～49 歳）であった。
働いている人は 7名（週 1～5日），働いていない人は 3
名であった。そのうち 1名は，途中から就業している。 
対象児の平均年齢は，13.6 歳（11～15 歳）であった。
性別は，男児 9名，女児 1名であった。出生順位は，第
一子が 5名，第二子 5名である。調査当時，全くの不登
校状態であったのは 6名であり，そのうち 2名は診断名
がついていた。不登校期間は，1 か月から 3 年間までと
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幅広い状態を示した。 
 
3-2．実施前後における変化 
今回，プログラム実施前後（T1・T2）および 3か月後
のフォローアップ（T3）時に，効果測定の尺度として
WHO QOL26，DASS，SDQ，日本語版WCCLコーピン
グスケール，および子育て感情尺度を用いた。 
データのそろった 9名に対して，対応のある一要因分
散分析を行った。有意な結果を示すと，QOLの「社会的
関係」では3回目で1回目と比べて高く（F=10.3, p<.05），
「環境」では2回目で1回目と比べて高くなった（F=7.87, 
p<.05）ものの，3回目ではやや低下していた。他の下位
尺度では有意な項目はみられなかった。 
 
 
資料 参加者募集のチラシ 
 
子どもの強みと困難をとらえる SDQ の下位尺度の分
散分析結果について，図 2に示す。「情緒的症状」およ
び「行動問題」の 3 回目で 1 回目と比べて低くなった
（F=25.0, p<.01，F=18.8, p<.01）。そして，「情緒的症状」
「行動問題 」「多動 」および「仲間問題」の各下位尺
度得点を合計した「行動困難」総合得点でも，3回目で 1
回目と比べて低減していた（F=18.1, p<.01）。 
一方で，参加者自身の抑うつと不安に関するDASSお
よびコーピング・スキルに関する尺度であるWCCLでは，
どの測定時期間の比較においても有意差がみとめられな
かった（WCCLの得点の推移：図 3）。 
他には，子育て感情尺度の下位尺度である「子育ての
不安感」において，3 回目で 1 回目と比べて低減してい
た（F=15.8, p<.01）。 
 
 
セッション 内容
①心理教育 ・認知行動療法とは？
・考え，感情，行動，身体のつながりとは？
・不安とは？（認知行動療法の見地から）
・リラクセーション法（呼吸法）
・プログラム6 回を通しての目標を立てよう
②考えを見直して ・自動思考に気づいてみよう
みよう ・不合理な考え方や思い込みを見つけてみ
よう
・不安を強くするセルフトークとは？
・リラクセーション法（筋弛緩法）
③考えを変えて ・考えの幅を広げ，偏っていない考え方を
みよう 見つけよう
・安心感が増すセルフトークを見つけてみ
よう
・リラクセーション法（こころに落ち着き
をもたらすイメージ法）
④ストレス対処 ・ストレスとは？（子どもや自分にとっての
のためのコーピ ストレッサーやストレス反応に気づく）
ングスキルに磨 ・ストレスコーピングとは？
きをかけよう ・ストレスコーピングを増やそう
・リラクセーション法
（呼吸法のアレンジ～数息観）
⑤効果的な自己 ・アサーションとは？（3 通りの自己主張）
主張の方法を身 ・親役割とアサーションとは？
につけよう ・アサーションのスキルを身につけよう
［アサーション ・リラクセーション法
　トレーニング］ （マインドフルに食べる～レーズンワーク）
⑥問題解決法を ・問題解決のスキルを身につけよう
身につけよう ・現実の場面で使ってみることを考えよう
・まとめ〈最初の目標の見直しをして，新
たな目標を立ててみよう〉
・リラクセーション法
（流れに漂う葉っぱのワーク）
表１　認知行動療法に基づく不登校親支援プログラム
　　　　（CBT-P/NA）のセッション内容（南谷・松本，2018）
 
 23 
 
 
 
 
 
 24 
4. 考察 
4-1．実施前後における変化 
① 各下位尺度得点の変化について 
今回得られたデータはサンプル数が少なく考察には限
界がある。それを踏まえた上で，各下位尺度得点につい
て 3時点での比較を行った。QOLの「社会的関係」では
事前よりフォローアップにおいて，「環境」では事前よ
り事後において改善していた。参加者のQOLは社会・
環境的な領域において改善を示した。グループでのつな
がりをはじめとして，情緒・情報的サポートが増加し維
持していたと考えられる。 
また，子ども情緒的症状および問題行動，およびこれ
らの総合得点について，事前からフォローアップにかけ
て有意に低減していた。子どもへの間接的効果が得られ
た理由として，参加者がプログラムの中で，子どもへの
働きかけについて考え，具体的解決に向けて対処したこ
とが一因と考えられる。この結果より，参加者のQOL
の向上と子ども自身の問題改善が相互に関連する様子が
うかがわれた。 
一方で，DASSとWCCLにおいては有意差がみとめら
れなかった。抑うつおよび不安の低減やコーピング・ス
キルの般化には課題が残ったといえる。第二著者の関東
地区における介入研究では，「抑うつ」およびコーピン
グの「自責」が低減し，QOLの「心理的領域」および「身
体的領域」が向上する効果が得られた（Minamitani & 
Matsumoto, 2018）。この結果は，今回確認された結果と
は一致しなかった。 
 
② 参加者の内省報告より 
母親自身の対応が，子どもの不安行動を増減させるこ
とを実感したとの感想がみられた。その一例として，2
回目のセルフトークに関するセッションにおいて，「不
安行動を知らんぷりする有効性を実感した。親が重くと
らえると子どもの不安が親に，親の不安が増してさらに
子に戻っていき，子どもは動けなくなるように感じた。
子どもが動けずにいるときも，前に進むための力を貯金
しているんだとよいイメージを持ち続けることで，受け
入れることにつながっていくのだと感じた」と記されて
いた。 
また，プログラム最終回の感想より，「同じ年頃の同
じ悩みを持った者同士で心開けるし，そうなんだと思え
た」，「自身の人生のために歩んでいる（参加者の）姿
勢にたくさんの勇気をもらった」という感想がみられた。 
 
4-2．実施にあたっての課題 
①  参加者の募集 
今回，複数の不登校親の会のミーティングおよび ML
を通じて参加者を募った。開催日程が重なったこともあ
ったが，概ね好意的に告知の機会やチラシの配布の承諾
をいただいた。自発的にチラシを掲示してもらったクリ
ニックもみられた。 
定員超過で申込を断ることとなったが，チラシの文面
に参加人数の上限を記載していないとの指摘を受けた。
配布先に連絡して，チラシの掲示を外してもらったもの
の，今後配慮が必要とされる。その他にも年齢対象外の
子の保護者や夫婦での参加，支援者の立場からの申し込
みについて断らざるを得なかった。このような保護者支
援に関する講座への地域からのニーズが高いことを感じ
た。 
ある親の会のミーティングに筆者も参加させてもらっ
た。子どもを登校させなくてはという学校・社会の価値
観から一線を画した会の姿勢が印象的であった。また，
子どもの疾病や障害について教員の理解や協力を得られ
にくい現状も話題に上った。会の代表者は「教員になる
学生さんにもミーティングに参加していただけるとよい。
不登校の子どもの親の思いについて知ってほしい」と著
者に話した。 
 
② 相談室の物理的環境 
プログラム実施にあたって，本学心理教育相談室の協
力を得たものの，物理面の整備が課題となった。 
現在，相談室活動は個別相談やプレイセラピーが中心
的であり，心理教育を目的として誂えられた部屋がない。
元々宿舎の建物を流用した経緯から，面積の小さな面接
室が多く，最寄りの敷地内の駐車場も 15台程度と，他の
相談室利用者の利便を考えると，10名ものグループの実
施には相当の工夫が必要である。また，ホワイトボード
などの備品については新たに持ち込むこととなった。 
結果として，初回はきょうだいの学校行事などで 8名
の参加であり，案内状に記したように相談室で実施する
ことができた。しかし，2 回目以降は学内の一室を借り
ることとなった。その部屋もやや狭く縦長であり，表情
の読み取りや，スペースより歩きまわることがむずかし
かった。学内に設備の整った小部屋は多いと推察するが，
各部署の管理下にあり，介入研究や実践活動を行うには
工夫が必要であろう。 
 
③  プログラム実施 
第一著者はCBTについては専門外であったものの，本
プログラム実施に関する心理的負担は少なかったといえ
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る。第一の理由として，マニュアルが受講生用とファシ
リテーター用に分かれ，ワークについて具体的に提示さ
れていたためである。また，プログラムの作者より横で
サポートを受けたことも心強かった。別の理由として，
今回の参加者のモチベーションが全般的に高かったこと
があるだろう。欠席の際には事前連絡があり，毎回のホ
ームワークを忘れた場合も最後には提出された。 
その一方で，著者のグループワークへの不慣れとプロ
グラムの充実により，毎回の所要時間が 2時間を超える
状態であった。そのため，自由に話せる雰囲気作りや参
与観察を行うための時間的配分に課題が残った。本来は
参加者の相互交流からスキルの理解を深めたほうがよい
と思われるが，冒頭の近況報告だけで 30分程度を要し，
段取りを追うのが精一杯であった。このような進行につ
いて，参加者から「もっと他の人の話を聞きたかった」
とのコメントがあった。これらの改善策としては，ファ
シリテーターの習熟とあわせて，多くとも 8名程度の参
加者による実施が望ましい。 
また，プログラムに関して「今後扱ってほしいもの」
として，「不登校の子どもの心の変化とそれに応じた親
の言葉かけ，行動」や「不登校を受け入れ安定した生活
から，少し子どもに動きが出てきたときどう対応したら
いいのか」，「子どもの自立を妨げる，自立を促す親の
行動」など，不登校状態や発達の段階に応じた子どもの
理解や対応について具体的な要望が出された。本プログ
ラムは，小集団向けにパッケージ化されており，上記の
ようなニーズには基本的に個別支援による対応が必要で
ある。しかし，本プログラムにおいても，思春期の心身
の特徴や対応についてテキストに追記し，他の保護者の
話を聞く時間を増やす工夫が求められる。 
 
4-3． ファシリテーターとしての役割 
南谷・松本（2018）は，本プログラムの実施にあたっ
て「講座進行の時間配分も決められ，詳細なマニュアル
もあり，制約が多く，かなり構造化されている。プログ
ラムを運営していくファシリテーターはいわば構成的フ
ァシリテーターと言えるが，だからこそ参加者である不
登校生徒の親に対し，画一的ではない，受容，共感的な
姿勢が必要となってくる。常に，場の雰囲気をすべての
参加者にとって，安心で安全なものとしていく必要があ
る」と述べている。 
著者の態度として，参加者の組み合わせに留意し，事
前研修におけるファシリテーターの振る舞いを念頭に置
きつつ，共感的態度と中立性のバランスを保つように心
がけた。また，参加者の同年代として自己開示の程度に
ついて，簡単な自身の家族構成について話をした。研修
時には既婚未婚のさまざまな支援職が参加し，子どもや
家族に関する話題には配慮する必要もあったが，本グル
ープでは比較的気楽に開示できる印象も受けた。そこで，
ストレスコーピング（4 回目）の回において，自身の例
として「家族で出かける休みの朝」を挙げた。しかし，
参加者の話を聞くうちに「家族と一緒に」行動するコー
ピングが全くといっていいほど出されないことに気づい
た。取り上げられたコーピングは，リラックスできる個
人的な趣味やイベントが中心であった。このエピソード
から，参加者が家庭内で抱える重圧が現実感を持って感
じられ，研修時とは異なる意味で自己呈示や開示に慎重
を期すようになった。 
他にも，3 か月後のフォローアップの集まりにおいて
「（教育相談を教えていて）学生はどうですか？」と問
われたり，自身の子どもについてどのような願いを持つ
かについて逆質問を受けたりするなど，自己開示を求め
られる場面もあった。 
その後のフォローアップとして，いくつかのメールの
やりとりや家庭教師の紹介を行った。一方で，こちらか
ら不登校関連の施設紹介を依頼することもあった。 
 
4-4．グループの自助機能 
前述したように事前に親の会に参加したところ，不登
校の子どもの立ち直りを経験した保護者が，現在不登校
に悩んでいる保護者に自分の体験からアドバイスする場
面が多くみられた。しかし，今回の運営に関して第二著
者と意見交換した際に，親の会のように「参加者の役割
を固定しないほうがよい」との意見を受けた。 
今振り返るとファシリテーターとして個人の報告を深
めるゆとりがない中，今生じている変化について捉えき
れない部分があったと思われる。プログラムの後半にな
ると，そのような不足を補うかのように，子どもの不安
定な状態に辛い思いの保護者に対し，他の参加者が熱心
に聴き取り，温かな言葉を投げかける姿勢が目立つよう
になった。プログラム終了後には何名かでランチに出か
けることもあったようである。1 年後に参加者より「今
も SNSや食事会でつながっている」との近況報告があっ
た。 
結果的に，今回のプログラムは周囲のサポートが増加
していたことからも，心理教育だけでなく自助グループ
としての機能を持っていたと考える。不登校の子どもを
抱える保護者は，知人や近所，学校などの地域社会から
孤立しやすい傾向にある。そのような中，今回のプログ
ラムでネットワークの一つを提供できたことは大きなメ
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リットであった。著者としては，個別支援が必要な参加
者には相談室への来談を促す予定だったが，その機会は
なかった。会場スペースの都合で 2回目に移動させたた
めか，参加者は相談室に来るというより，「大学で勉強
をする」というイメージでとらえていたようである。 
その一方で，プログラムを中断したり，参加者同士の
つながりを持たなかったりした人もいる。集団が親密さ
を増す一方で，疎外されるリスクも高まるため，集団力
動や個人の心理的課題にも目配りする必要があるだろう。 
 
5．まとめ 
今回の実践は，第一に保護者が自らの意思でプログラ
ムに参加したことが重要であったと考える。家庭や職場
から一時的に離れて，知識を吸収してワークに取り組む
姿に主催者も励まされ，参加者の対応の変化が家庭で良
循環を生む様子に立ち会え嬉しく思った。 
また，著者自身のメリットとして，現代の親子のニー
ズや学校の「不登校」の価値観のズレを捉え直す機会と
なった。それと同時に，学生への教育責任と，積極的な
地域交流の必要性を実感した。学生の多くは「子ども」
と関わりたい一方で，「保護者」との関わりについてあ
まり興味がないか，うまく想像ができない様子である。
そのため，授業では保護者の子ども理解のあり方を紹介
し，支援の必要性について具体的に説明するように心掛
けている。 
一方で，プログラム準備・実施において，いくつかの
課題が残された。今後は，近隣でさまざまな対象者への
支援プログラムを継続し，保護者支援の実践と研究の往
還を進めたい。 
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